












































































































































































































































































ティアに対して 1日 1500 円の支給があったので、
ボランティアもそのお金でお弁当を買ったりして
いたのです。
ところが、今回の震災ではボランティアが炊き
出しをして自ら食べる分を確保しているため、ボ
ランティがいる時は温かい味噌汁とご飯が食べら
れるものの、ボランティアが引き上げた途端、避
難所では朝は菓子パン、昼はカップラーメン、夜
もカップラーメンといった非常に健康に悪い食生
活を強いられているのです。
被災者自身がこのような状況にあることを言え
ないのであれば、専門家が問題を指摘するべきな
のですが、そうした問題を取り上げる専門家もい
ないのです。専門家はこうした状況を改善するた
めに、市民に代わって政策を提言したり、避難所
に出向いて被災者の方々の要望を聞いて、国や行
政に要望するような役割を担うべきなのです。大
学や大学の研究者が、そのような役割を果たして
いるのかが問われているのです。
被災した大学への支援については、被災地の大
学生を受け入れるなど、被災した大学の要望に応
えられる体制を整えておく必要があります。例え
ば、行政レベルでは今回の大震災を受けて、京都
府は福島県を支援するために被災者の受け入れや
府の職員を被災地に派遣するなどの対応をおこ
なっています。本来、被災地にある大学を被災地
の外にある大学がサポートする体制を整えるべき
ですが、今のところそのような体制が十分に整っ
ていないのが実状です。被災大学への「お見舞い
金」を送るような取り組みはおこなわれています
が、例えば学生の安否確認を手伝うために他大学
が職員を派遣したり、地震で崩れた図書館の書籍
の整理を手伝うといったことも必要だと思います。
（2）科学者・専門家の責任
今回の震災で私が考えていることは、大きく
言って二つあります。一つ目は、科学者・専門家
の責任です。福島原発の事故の状況を見ていて、
科学技術のあり方が大きく問われているといえま
す。二つ目は、被災地の復興とまちづくりに関す
る議論が、あまりに無責任でレベルの低い議論が
なされていることに驚いています。
私たちは、防災のことだけを考えて生きている
わけではありません。しかし、日本の総理大臣が
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震災後のかなり早い段階で、具体的な図まで示し
て「これから被災地の方々は、高台に住んで職場
に通勤するのです」といった論調を展開している
ことに驚かされました。しかも、その考えが復興
構想会議でも受け入れられていることに、さらに
驚かされました。本来、人間は仕事と住まいが近
くなければ、生活は成り立たないものですし、特
に今回の被災地である東北は漁業を中心とした産
業が、生活と密接に結びついている状況を考えれ
ば分かることです。都市計画や建築の世界の技術
論から考えれば、そうした問題はすぐに分かるこ
となのですが、復興構想会議に参加している専門
家は、そのようなことが分かっていないのです。
被災者も、地震直後の被災地調査アンケートで
は、7割以上の方が高台に住むことを肯定的に受
け止める意見が占めていました。これは、地震
による津波で家族を含めて多くの住民が流された
ことが頭に残っていたこともあって、そのような
意見が多数を占めていたわけです。ところが、最
近のアンケート調査の結果をみると、被災者が願
う今後の居住場所について、五割を超える方々が
「元に住んでいた場所」で、津波対策をして生活
を再建したいと回答する状況になっているのです。
これは非常に重要なことで、まだ津波の恐怖感
は去っていないにも関わらず、「元の場所に住み
たい」と考えていることは非常に重いものです。
津波の怖さを回避するために高台に移り住むと
いったことは誰でも考えることです。しかし、長
年にわたって海の近くに住み続けて生活してきた
歴史的・文化的なものを含めて、住み慣れた町を
大切に思う気持ちは非常に大切なものです。その
ような地元住民の気持ち全く無視して、高台での
生活設計を考えることはありえない事ですが、そ
うした考えに専門家も含めて流されてしまうこと
に信じ難い気持ちを感じています。
第二次世界大戦後、基礎科学のあり方が根本か
ら問われましたが、近年の災害の状況を見ると、
応用科学や技術科学といった国民の生活に密着し
ている科学のあり方が根本から問われていると言
えます。その意味では、科学の社会的責任や問題
点を強く意識して捉える必要があります。それら
を捉えた上で、今度はその技術を被災地の復興を
進めるにあたって、きちんと国民の側に立って使
われるようにしなければなりません。
しかしながら、阪神大震災の時もそうでした
が、被災地の復興について各自治体による復興計
画の陣取り合戦が終わり、今度は大手のコンサル
タント会社を指名して、巨額の資金をかけて復興
計画づくりを進めています。その計画の中で、人
工地盤や巨大な堤防設置案などを示して、土木工
事を請け負って実施しようとしているのです。し
かし、こうした大型工事によるまちづくりのあり
方が、根本から否定されたにもかかわらず、金儲
けのために同じようなことを繰り返そうとしてい
るのは信じられないことです。
このような状況だからこそ、科学者は自ら責任
をもって、被災地の復興をどのように進めるの
か、これまでの科学のあり様を厳しく総括するこ
とも含めて、議論する必要があるのですが、そう
はなっていないのが実状です。
（3）「応用科学」の社会的責任
同時に、今のように専門が細分化した科学のあ
り様も問われています。特に、大きな問題となっ
ている原発問題は、自然科学や理学だけで考える
ことは難しい問題です。要するに、今後は細分化
している専門の総合化を図る必要があると考えま
す。今後のエネルギー問題をはじめとして、経済
格差が著しい東北地方の漁業集落や山村が経済的
に自立するためにどうすべきかといった答えを導
き出さなければならない中で、世界中から色々な
提案を受けながら、しっかり考えていくことが問
われているのです。
率直にいうと、これまで科学者や学者は市民か
ら遠い存在でした。今回の大震災でも科学者や学
者の役割があまり期待されていないのか、科学者
や学者に対する SOS が発信されていない状況に
あります。それは非常に大きな問題だと言えます
が、先ほども申し上げたように、学者が市民の方
を向くのではなく、行政の方ばかり向いた対応を
してきたことが影響していると言えます。大学の
あり方や科学技術のあり方が問われる中で、それ
に対する答えを出すことが、いま何よりもなされ
るべきことだと言えます。
